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研究要旨 
目的：愛知県において妊娠時に把握しているリスク項目について、妊娠届と 1 歳 6 か

月児健診、3 歳児健診のデータをリンケージし、妊娠届の情報と虐待傾向（育てにく

さ含む）との関連を明らかにし、妊娠時から虐待ハイリスク群をより効率的に選定で

きる要因を明らかにすることである。 
方法：平成 27 年度においては、愛知県で協力の得られた１１市町における妊娠届と３

か月児健診において把握される虐待との関連を解析した（N＝6111）。平成 28-29 年度

においては愛知県名古屋市において平成 28 年 7 月～10 月の３歳児健診を受診したす

べての母親を対象とし、データリンケージの同意を確認した。平成 28 年 12 月まで同

意書の回答が得られた参加者について名古屋市から縦断データの提供をうけた

(n=2558, 同意率 39.5％)。１歳６か月児健診、３歳児健診で子どもを育てにくいと回

答した場合を虐待傾向とみなし、妊娠届の情報との関連を多変量解析により分析した。 
結果：１歳６か月、３歳時での子育て困難感が「ある」と答えたのは 15.7％、18.8％で

あった。妊娠届で把握されたリスク要因で１歳６か月時点の子育て困難感と有意な関

連があったのは、困りごと・悩み・不安があること、初産、既往歴もしくは治療中の

病気があること、里帰り出産の予定であった。３歳時点の子育て困難感と関連があっ

た要因は、困りごと・悩み・不安があること、初産、思いがけない妊娠であった。 
結論：妊娠届出時に困りごと・悩み・不安があると回答した母親、初産の母親は子ど

もが１歳６か月のときにも３歳のときにも、子育て困難感が高くなることが明らかと

なった。 
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A. 研究目的 
虐待のリスク因子は妊娠期から存

在しており、妊娠届を活用して虐待ハ

イリスク群を抽出し、妊娠期から妊婦

をサポートすることで虐待予防でき

る可能性がある。 

愛知県ではこのような考えから妊

娠届を統一し、県内での移動があって

もスムーズにハイリスク群を把握で

きる体制をとっている。また、乳幼児

健診データの電子化にも以前から取

り組んでいる。しかしながら、妊娠届

と乳幼児健診のデータをリンクさせ、

どのような妊婦が健診時に把握され

る虐待ハイリスク群かについての検

討はほとんどなされて来なかった。 

折しも健やか親子２１＜第２次＞

により、親子関係の評価として３ヶ月

時の揺さぶり、そして１歳半および３

歳時の「子育て困難感」について健診

で評価することが求められている。子

育て困難感がそのまま虐待というわ

けではないが、子育て困難感を抱える

親は虐待のリスクは高いと考えられ、

妊娠届で得られる情報から子育て困

難感を１歳半または３歳時に感じる

母親はどのような母親なのか、を明ら

かにすることで妊娠期からの虐待予

防につながる可能性がある。 
本研究の目的は、愛知県において妊

娠時に把握しているリスク項目につい

て、妊娠届と３か月児健診、１歳６か

月児健診、３歳児健診のデータをリン

ケージし、妊娠届の情報と子育て困難

感との関連を明らかにし、妊娠時から

虐待ハイリスク群をより効率的に選定

できる要因を明らかにすることである。 

 

B. 研究方法 
３か月児健診とのリンクは、愛知県

における１１市町（名古屋市、豊橋市、

東郷町、大口町、半田市、西尾市、幸

田町、設楽町、豊川市、蒲郡市、田原

市）の協力を得て実施した。上記市町

において、平成 25 年 10 月より平成

26 年 2 月までの 3-4 か月児健診を受

けるすべての母親に対して虐待の状

況を把握する項目を含む質問紙を郵

送した。郵送の方法として、3-4 か月

児健診の案内に同封する場合と、別途

封筒を用意し、郵送する場合と市町に

よって異なった。質問紙には妊娠届の

情報とリンクできるようにあらかじ

め ID を付与し、調査依頼文において、

他の行政データとリンクすることを

明記し、回答の上 3-4 か月児健診会場

に持参するよう依頼した。そして、回

答した質問紙を 3-4か月児健診時に会

場で回収した。 
１歳６か月児および3歳児健診にお

いては、愛知県名古屋市において平成

28 年 7 月より 10 月までの 3 歳児健診

を受けた子どものすべての母親を対

象とした（N≈6480）。3 歳児健診の案

内に同意書を同封し、同意する場合は

名古屋市宛ての返信用封筒に同意書

を封入し返送するよう依頼した。 
同意が得られた参加者について、妊

娠届、３か月児健診、１歳６か月児健

診、３歳児健診のデータをリンクさせ、

個人情報を削除した上でデータを東

京医科歯科大学にパスワードを付し
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たエクセルデータとしてCDで郵送し

た。 
 この研究は、国立成育医療研究セン

ター倫理委員会で承認を得た（受付番

号 716）。 
本研究では、妊娠届の情報として、

母親の年齢、妊娠届出時の週数、妊娠

がわかったときの気持ち、出生順位、

里帰り出産の予定、困ったときに助け

てくれる人の有無、困りごと・悩み・

不安の有無、既往歴もしくは治療中の

病気の有無、過去 1年間のうつ傾向（母

親が自記式で回答）を用いた。 
また、アウトカムとなる虐待傾向は、

３か月児健診においては「揺さぶり」

および「口塞ぎ」、１歳半および３歳児

においては「子育て困難感」とした。

子育て困難感について「あり」「何とも

言えない」と答えた群を虐待傾向群と

定義した。 
３ヶ月では揺さぶりまたは口塞ぎ、

１歳半および３歳では子育て困難感

があった場合を虐待傾向群とし、妊娠

届情報における妊娠が分かったとき

の気持ちとの関連を多変量ロジステ

ィック回帰分析で検討した。 
 
C. 研究結果 
３か月児健診では、回答者は 6420 名

で、対象者の 91%であった。このうち、

妊娠届データとリンクできたのは、

6111 名分（回答者の 95%）であった。 
 妊娠時の情報と虐待（揺さぶりまた

は口塞ぎ）との関連について、若年齢、

既婚以外、初産、妊娠時嬉しくない、

が有意に関連していた。うつ症状は、

p 値が 0.06 で弱い関連であった。精神

疾患の既往は関連がなかった。 
 これらの組み合わせでみたときに、

若年齢（24 歳以下）でかつ妊娠時うれ

しくない、の場合に、どちらもそうで

ない場合に比べて、虐待のリスクは

3.6 倍で有意であった（下図）。 
 また、妊娠届を提出したときの週数、

里帰りの有無、困ったときに助けてく

れる人の有無、については有意な関連

はみられなかった。 

 
名古屋市における１歳６か月児お

よび３歳児健診における解析では、約

6480 名の対象者のうち、2558 名から

同意を得た（同意率 39.5％）。 

 

１歳半、3 歳時での子育て困難感が

「ある」と答えたのは 15.7％、18.8％

であった。なんとも言えないと合わせ

ると、1 歳半で 38.1%。、3 歳で 43.4%

が子育て困難群と考えられた。 

表１．子育て困難感の分布 
 あり 何とも

言えな

い 

なし 

1 歳半 15.7% 22.4% 61.8% 
3 歳 18.8% 24.6% 56.6% 
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妊娠届で把握されたリスク要因で１

歳半時点の子育て困難感と有意な関

連があったのは、困りごと・悩み・不

安があること（オッズ比[OR]: 2.1、95%

信頼区間[CI]: 1.8-2.6）、初産（OR: 1.9、

95%CI: 1.5-2.3）、既往歴もしくは治療

中の病気があること（OR: 1.5、95%CI: 

1.2-1.9）、里帰り出産の予定（OR: 1.3、

95%CI: 1.1-1.6）であった。 
３歳時点の子育て困難感と関連が

あった要因は、困りごと・悩み・不安

があること（OR: 2.1、95%CI: 1.7-2.5）、

初産（OR: 2.0、95%CI: 1.6-2.4）、思い

がけない妊娠（OR: 1.3、95%CI: 1.0-1.6）

であった。 

 

表２ 妊娠届の情報と１歳半および

３歳時の子育て困難感との関連 
（オッズ比） 
 
 1 歳半 3 歳 
困りごと・

悩み・不安

がある 

2.1 (95% 
信頼区間：

1.8-2.6) 

2.1 (95% 
信頼区間：

1.7-2.5) 
初産 1.9 (95%

信頼区間：

1.5-2.3) 

2.0 (95%
信頼区間：

1,6-2.4) 
里帰り出

産の予定

あり 

1.3 (95%
信頼区間：

1.1-1.6) 

NS 

既往歴、 
治療中の

病気あり 

1.5 (95%
信頼区間：

1.2-1.9) 

NS 

思いがけ

ない妊娠 
NS 1.3 (95%

信頼区間：

1,0-1,6) 

D. 考察 
 ３ヶ月、１歳半、３歳を通じて、「初

産」「妊娠時、うれしくない」がリスク

因子であることが確認された。また、

後方視的調査ではリスク因子と思わ

れた「うつ症状」については、有意な

関連は確認されなかった 

今回の研究では特に、妊娠時の気持

ちについてまさにその時の情報につ

いて検討できているため、これまでの

後方視的調査より妥当性の高いデー

タに基づいて虐待との関連を確認で

きたといえるだろう。それが 3 歳時の

子育て困難感のリスクになることも

わかり、妊娠届で把握できるリスク要

因がその後の子育てに長期的に影響

を及ぼす可能性が示唆された。つまり、

望まない妊娠に対して、母子関係を改

善するような介入がほとんど効果を

示していないと予想される。 
今後は妊婦に対してどのような介

入を行ったかを明らかにし、介入効果

を検証する必要があるだろう。ハイリ

スク妊婦にどのような保健師が、何を

家庭訪問で伝えたのか、それによって

どのような他機関連携に繋がったの

か、そして妊婦および子どもの健康状

況はどうなったのか、についてシステ

マティックにデータを収集し解析し

ていくことが望まれる。 

 
E. 結論 
 初産および望まない妊娠であった

場合、生後３ヶ月、１歳半または３歳

までの虐待リスク群であることが明

らかになった。この研究結果から妊娠
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届を活用したハイリスク群の抽出お

よび適切な介入が求められる。 
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